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組合の人事行政の運営状況を広く知っていただき、ご理解とご協力を得るため、「可茂

消防事務組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、人事行政の運営状

況について公表します。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員の任免状況（事務職員を含む） 

 令和元年度採用者数 平成３０年度退職者数 

新規 上級４名、中級５名、初級６名 

再任用 １名 

定年退職５名、普通退職３名 

出向１名 

（２）採用試験の実施状況（平成３０年度） 

職  種 申込者数 受験者数(Ａ) 合格者数(Ｂ) 競争率(Ａ/Ｂ)  

消防吏員 ４５人 ３６人 １９人 １．９倍 

（３）年度別職員数（各年４月１日現在） 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

職  員  数 ２５６人 ２６０人 ２６０人 ２６８人 ２７５人 

対前年増減数 １ ４ ０ ８ ７ 

（４）所属･階級別人員配置状況（平成３１年４月１日現在） 

階 級 
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消
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司
令
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消
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消
防
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消

防

士
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消
防
副
士
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消
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事

務

職
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内

定

員
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 消防長･次長 １ ３ 

 

       ４ 

８ 

 

消

防

本

部 

総 務 課    (1) ２ 

 

   ２ ２    １ (1)  ７  

(総務課付)       １   ４ １   １   ７ ３ 

消 防 課   １ １   １     ３  

予 防 課   ３ １ 

１ 

  ７     １１  

通信指令課   ４ ３   ５ １    １３  

救 急 課   １ １   １     ３  

中 消 防 署   (1) ５ ５ １８ １３ ７ １１  (1)５９ ７ 

富加出張所    １ ２   ４ ２    ２  １１  

川辺出張所    １ ２   ５ １  ２  １１  

八百津出張所   １ ２   ５  １   ２  １１  

南 消 防 署   (1) ５ ６ １６ 

 

１２ ７ １４  (1)６０ ８ 

西可児分署    １ ２ ９ ３ 

 

  １ ２  １８  

御 嵩 分 署    １ ２ １０ １ ２ ２  １８  

東 消 防 署    ２ ４ １３ ５  ４  ２８  

七宗出張所    １ ２ ６  １ １  １１  

合  計 １ ３ ２９ ３６ １０６ ３９ ２０ ４０ １ ２７５ １８ 

（注）消防監の( )は、次長兼務者 

定員外のうち、総務課付は、岐阜県、岐阜県消防学校及び岐阜県防災航空隊派遣者 

   定員外のうち、中消防署及び南消防署は、岐阜県消防学校初任教育派遣者 
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２ 職員の人事評価の状況 

人事評価の方法 

実 施 期 間  平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日 

評価基準日 平成３０年１２月１日 

対 象 者 全職員 

評価の方法 項目ごとに５段階で評価 

 

３ 職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（平成３０年度会計決算） 

  歳出額 

（Ａ） 

人件費 

（Ｂ） 

人件費率 ％ 

（Ｂ／Ａ） 

前年度の 

人件費率  ％ 

 

平成３０年度 2,844,990千円 2,004,354千円 70.5 70.2 

 （２）職員給与費の状況（平成３０年度会計決算） 

  職員数 

（Ａ） 

給  与  費 一人当たり 

給与費(B/A) 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

平成３０年度 266人 948,304千円 199,605千円 391,896千円 1,539,805千円 5,789千円 

（注）１ 職員手当には児童手当及び退職手当を含みません。 

２ 職員数は、平成３１年３月３１日現在の人数です。 

（３）職員の平均給料月額・平均給与月額及び平均年齢の状況（各年４月１日現在） 

  平均年齢 平均給与月額 平均給料月額  

令和元年度 ３９．９歳 ３５２，６５９円 ２９２，３０１円 

平成３０年度 ３９．８歳 ３５６，８８９円 ２９５，６１６円 

（注） 給与には、給料（基本給）のほかに扶養、住居、通勤、管理職、時間外勤務手

当等の各手当を含みます。 

（４）職員の初任給の状況（平成３１年４月１日現在） 

  可茂消防事務組合 国  

決定初任給 決定初任給 

大学卒 １８０，７００円 １８０，７００円 

高校卒 １４８，６００円 １４８，６００円 

（５）級別職員数の状況（平成３１年４月１日現在） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 計 

標準的な 

職務内容 

主  事 

主事補 
主 任 主 査 

係 長 

所長補佐 

課長補佐

署長補佐

副分署長 

署課長 

副署長

分署長 

消防長 

次 長 

署 長 

 

職 員 数 60人 39人 61人 46人 36人 29人 4人 275人 

構 成 比 21.8％ 14.2％ 22.2％ 16.7％ 13.1％ 10.5％ 1.5％ 100％ 

１年前の構成比 19.1％ 15.7％ 21.6％ 17.5％ 13.8％ 10.4％ 1.9％ 100％ 

５年前の構成比 20.8％ 12.9％ 14.1％ 22.7％ 22.0％ 5.9％ 1.6％ 100％ 

（注）１ 可茂消防事務組合の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 
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（６）退職手当の支給率（平成３１年４月１日現在） 

 区   分 自己都合退職 早期退職 定年退職 

勤続２０年 １９．６６９５０月分 ２４．５８６８７５月分 ２４．５８６８７５月分 

勤続２５年 ２８．０３９５０月分 ３３．２７０７５月分 ３３．２７０７５月分 

勤続３５年 ３９．７５７５０月分 ４７．７０９００月分 ４７．７０９００月分 

最 高 限 度 ４７．７０９００月分 ４７．７０９００月分 ４７．７０９００月分 

加 算 措 置 定年前早期退職（４５歳以上かつ勤続２０年以上）：２～４５％ 

（注）退職手当支給率は、岐阜県市町村職員退職手当組合の規定によります。 

（７）職員手当の状況（平成３１年４月１日現在） 

 手当名 内      容 支給職員数  平均支給額 

扶養手当 

・配偶者             

・子 

・父母等            

・配偶者のない職員の扶養親族 子 

父母等 

16才～22才の扶養親族加算 

 6,500円 

10,000円 

6,500円 

10,000円 

6,500円 

5,000円 

162人 
（月額） 

21,944円 

地域手当 
美濃加茂市、可児市に在勤する職員に支給 

（給料月額＋扶養手当月額）×0.03 

 

 

 

 

183人 
（月額） 

9,322円 

住居手当 ・借家・借間居住者最高支給限度額 27,000円 49人 
（月額） 

23,497円 

通勤手当 

・交通機関利用者 運賃等相当額 

・自動車等使用者(片道2キロ以上の者に支給) 

  距離別に支給        2,000～ 31,600円 

253人 
（月額） 

8,051円 

特殊勤務 

手  当 

・火災出場手当 

・救急出場手当  

   特定行為実施の救急救命士 

・救助出場手当 

・警戒出場手当 

・潜水作業手当 

・緊急消防援助隊出場手当 

１回 300円 

１回 300円 

１回 600円 

１回 300円 

１回 300円 

１回 1,000円 

１日 1,000円 

216人 
（月額） 

3,886円 

時間外勤務 

手   当 

・勤務日  下記以外 

  午後10時～午前5時 

・休 日  下記以外 

  午後10時～午前5時 

時間単価×1.25 

時間単価×1.50 

時間単価×1.35 

時間単価×1.60 

213人 
（月額） 

14,789円 

管理職手当 

・消防長、次長、署長               77,400円 

・署課長・副署長                   62,300円 

・分署長・出張所長・警防官         55,500円 

33人 
（月額） 

59,803円 

期末手当 

勤勉手当 

(前年度) 

 

    6月期 

   12月期  

       計 

期末手当 

1.225月分 

1.375月分 

2.6月分 

勤勉手当 

0.90月分 

0.95月分 

1.85月分 

268人 

（12月期は 

266人） 

 

(年額) 

1,467,946円 

  ※ 職務の級等による加算措置有り 
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）毎日勤務職員の勤務時間及び休憩時間（平成３０年度） 

 開始時刻 終了時刻 休憩時間 1日の勤務時間 1週間の勤務時間  

8:30 17:15 12:00～13:00 7時間45分 38時間45分 

（注）毎日勤務職員の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分までの間に７時

間４５分を割り振る時間とし、１週間当たり３８時間４５分としています。 

（２）三部制による交替勤務職員の勤務時間及び休憩時間（平成３０年度） 

 開始時刻 終了時刻 休憩時間 夜間勤務時間 1日の勤務時間 1週間の勤務時間 

8:30 
翌日の 

8:30 

12:00～13:00 

17:15～18:45 

22:00～翌日7:00

を３交替で勤務 
15時間30分 38時間45分 

（注）１ 交替勤務職員の勤務時間は、３週間を平均して週３８時間４５分となるように

１５日の勤務日を指定し、午前８時３０分から翌日の午前８時３０分までの間に

１５時間３０分を割り振る勤務７回及び毎日勤務１回を割り振っています。 

２ 午後１０時から翌日の午前７時までの仮眠時間のうち、３時間を勤務時間とし

て割り振っています。 

（３） 職員の年次休暇取得状況（平成３０年） 

 区   分 毎日勤務職員 交替勤務職員 全  職  員  

平均取得日数 ６．８４日 １０．９８日 １０．０５日 

（注）１年間に２０日間付与（最大２０日を翌年度に繰り越し可） 

（４） その他の休暇制度と取得状況（平成３０年） 

 休 暇 の 種 類 付 与 日 数 等 取得実績  

有 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

病気休暇 
負傷、疾病の療養のための必要な期間 

（90日を超えると給料半額） 
２１件 

選挙権、権利行使 必要と認められる期間   － 

 裁判員、証人、鑑定人 必要と認められる期間   － 

骨髄液の提供 必要と認められる期間   － 

社会貢献活動 １年に５日   － 

結婚 連続する５日の範囲内の期間 ３件 

出産前 出産予定日までの６週間      １件 

出産後 出産の日の翌日から８週間      １件 

生児保育 
１歳未満の子を養育する職員について、１日

２回各３０分以内 
  － 

妊娠中交通混雑 
勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日に

つき１時間を超えない範囲内 
  － 

保健指導・健康診査 
母子保健法に規定する保健指導、健康診査を

受ける場合に、必要と認められる機関 
     ７件 

妻の出産 ２日     ６件 

男性の育児参加 妻の産前産後期間中において５日     ４件 

子の看護 １年につき５日 ※小学校就学前の子に限る １件 

介護休暇 １年につき５日 ※小学校就学前の子に限る      － 
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忌引 
続柄及び死亡時の生計関係により、１～７日

以内の連続する日数の範囲内 
４２件 

 給 追悼行事 １日      ２件  

夏季休暇  ７～９月の期間内に３日 平均３日 

住居滅失・損壊  ７日   － 

交通機関の事故  必要と認められる期間   － 

通勤途上危険  必要と認められる期間   － 

無給   

介  護  休  暇  

 連続する６月の範囲内   － 

 

５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

（１）分限処分者数（平成３０年度） 

 区     分 降任 免職 休職 降給 合計  

勤務成績の不良 － － － － － 

心身の故障 － － － － － 

適格性の欠如 － － － － － 

廃職過員 － － － － － 

刑事事件による起訴 － － － － － 

欠格条項該当 － － － － － 

（２）懲戒処分者数（平成３０年度） 

 区     分 免職 停職 減給 戒告 合計  

法令違反 － － － － － 

職務上の義務違反又は職務怠慢 － － － － － 

奉仕者としてふさわしくない非行行為 － １ － － １ 

 

６ 職員の服務の状況 

営利企業等従事許可申請の状況（平成３０年度） 

 区       分 申請件数 許可件数  

会社の役員等の地位を兼ねる場合 － － 

自らの営利を目的とする私企業を営む場合 － － 

報酬を得て事業若しくは事務に従事する場合 １ １ 

 

７ 職員の退職管理の状況 

   該当なし 

 

８ 職員の研修の状況 

（１）岐阜県消防学校入校状況（平成３０年度） 

教育訓練の種別 教 育 内 容 人員  

初 任 教 育 職務の遂行に必要な基礎知識・技術の修得 １３ 

専科 

教育 

救 急 科 救急業務に必要な専門的知識・技術の修得 ８ 

火災調査科 火災調査業務に必要な専門的知識・技術の修得 ３ 
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救助科 救助業務に必要な専門的知識・技術の修得 ２ 

幹部教育 初級幹部科 初級幹部として必要な知識・技術の修得 ３ 

特別 

教育 

らっぱ科 ラッパ吹奏に必要な知識及び技術の修得 ２ 

MC救命士養成講習 救急隊員の指導的役割を担う救命士を養成 ４ 

ホットトレーニン

グ訓練指導者講習 

ホットトレーニング訓練の指導に必要な知識及び技

術の修得 
１ 

処置範囲拡大 

追加講習 

救急救命士の実施する特定行為である静脈路確保及

び輸液、血糖測定並びにブドウ糖溶液の投与等、病

態に適した適切な薬剤の投与が出来る能力を修得 

６ 

救急救命士集合研修 救急救命士に対する再教育 ４９ 

操法指導科 操法指導に必要な専門的知識・技術の修得 ３ 

通信指令員の救急

に係る教育 

救急現場におけるバイスタンダ―に対して有効な 

口頭指導ができる能力・知識の修得 
３ 

（２）消防大学入校状況（平成３０年度） 

 学   科 教 育 内 容 人員  

総合教育幹部科 現場指揮等に関する高度な知識・技術の修得  １ 

専科教育救急科 救急救命士としての高度な知識・技術の修得  １ 

（３）救急救命研修所入校状況（平成３０年度） 

 研 修 機 関 教 育 内 容 人員  

 

 

 

救急救命東京研修所 救急救命士資格取得に必要な知識・技術の修得  １ 

 名古屋市救急救命研修所 救急救命士資格取得に必要な知識・技術の修得   １  

（４）救急救命士病院研修状況（平成３０年度） 

 研 修 種 別 教 育 内 容 人員  

救急救命士就業前研修 
救急救命士国家試験合格者に対する救急救命処置 

に関する医学知識と技術の修得 
 ７ 

薬剤投与病院実習 救急救命士の薬剤投与に必要な知識・技能の修得  ７ 

気管内チューブ病院実習 救急救命士の気管内チューブによる気道確保実習  ２ 

救急救命士再教育 技術の検証維持と新たな知識の修得 ６１ 

ビデオ喉頭鏡を用いた気管

内チューブ病院実習 

救急救命士のビデオ喉頭鏡を用いた気管内チューブ 

による気道確保実習 
２ 

（５）その他の研修状況（平成３０年度） 

 研 修 機 関 受 講 種 目 人員  

岐阜県市町村研修センター 

一般職員研修、中堅職員研修、課長補佐級研修、課

長級研修、メンタルヘルス・ハラスメント防止講座、

条例の見方・作り方講座、その他の講座等 

４７ 
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その他の講習機関 

衛生管理者講習、安全衛生研修、人事管理研修、総

務関係実務研修等 
１３ 

 

 

９ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）健康診断受診状況（平成３０年度） 

 区  分 受 診 者 数 １人当たりの組合負担額  

人間ドック健康診断 ２６８人 １６，１５７円 

夜間勤務者一般検査 ２２６人   ３，８６６円 

（２）公務災害の発生状況（平成３０年度） 

 区             分 災害件数  

公 

務 

災 

害 

 職務遂行中の負傷 － 

 職務に伴う合理的行為又は準備、後始末中の負傷 １ 

 出張中の負傷 － 

 レクリエーション参加中の負傷 － 

 その他の行為中の負傷 － 

通勤災害 － 

（３）措置要求及び不服申立ての状況（平成３０年度） 

 
区   分 

前年度未 

処理件数 

要求及び 

申立て件数 
処理件数 

今年度未 

処理件数 

 

措置要求 

給与 － － － － 

勤務時間・休暇 － － － － 

その他の勤務条件 － － － － 

不服申立て 

分限処分 － － － － 

懲戒処分 － － － － 

転任 － － － － 

その他 － － － － 

 

１０ 公平委員会に係る業務の状況 

   可茂消防事務組合は、公平委員会に係る事務を可茂広域公平委員会へ委託しています。 

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況 

 平成29年度末の

係属件数 

平成30年度中の 

新規要求件数  

平成30年度中の

処理件数 

令和元年度への

繰越件数 

措置要求 － － － － 

（２）不利益処分についての不服申立ての状況 

 平成29年度末の

係属件数 

平成30年度中の 

新規申立て件数 

平成30年度中の

処理件数 

令和元年度への

繰越件数 

不服申立て － － － － 

 


